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『知財紛争手続の実務』（第 1 刷）正誤表 

 

このたび、弊社刊行の書籍『知財紛争手続の実務――異議申立て・審判・訴訟とＤＸ対応』におきまして、記述に誤りがあることが判明いたしまし

た。ご愛読いただいている読者の皆様ならびに関係者の皆様に、多大なご迷惑とご不快をおかけしましたことを、心より深くお詫び申し上げます。 

つきましては、下記のとおり正誤表を作成いたしましたので、ご確認いただけますようお願い申し上げます。なお、表の「根拠（一次資料）」は、

2026年 10月 14 日時点における特許庁・電子出願ソフトサポートサイト・J-PlatPat・裁判所の公表資料等となります。 

 

第 1 章 
 頁 該当箇所 誤 正 根拠（一次資料） 

1 27 頁 

下から３行目 

4(1) 特許異議申立書や各種審判請求書について

も、従来の HTMLファイル形式を用いた複雑

な書式作業から解放され、より直感的な PDF

によるオンライン提出が可能となっていま

す。 

それまで書面でしか提出できなかった特許異議

申立書や無効審判・取消審判の請求書も、より

直感的な PDF によるオンライン提出が可能とな

っています。 

特許庁「電子特殊申請の開始（令和 6

年 1 月）・特殊申請は「従来、書面で

提出していた書類」。 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請について」 

インターネット出願ソフト操作マニュ

アル（概要編） 

2 28 頁 

上から 7 行目 

4⑴ 初期のインターネット出願ソフトは、書類を

独自の HTMLフォーマットで作成し、証拠を

画像に変換してタグで埋め込むという、相応

の作業負担が要求されていました。 

特許異議申立書や無効審判・取消審判の請求書

は、令和６年１月まで書面で提出しなければな

りませんでした。 

3 28 頁 

下から 11 行目 

4⑴(ii) 第 1 文 （弁理士・弁護士等）宛の書類については紙

での郵送が廃止され、特許庁のシステムを通

じたオンラインでの受取りに移行します。 

（弁理士・弁護士等）宛の書類のうち、審査・

拒絶査定不服審判等に係るものについては紙で

の郵送が廃止され（異議・無効審判等の書類は

引き続き書面で送付されます）、特許庁のシス

テムを通じたオンラインでの受取りに移行しま

す。 

工業所有権に関する手続等の特例に関

する法律施行規則 23 条の 4 

（審判関係は「審査又は拒絶査定等に

対する審判に係るものに限る」） 

4 28 頁 

下から 6 行目 

4⑴(ii) 第 3 文 受取（ダウンロード）可能となった日の翌日

から起算して 10 日を経過した時に到達した

ものとみなされます。 

受け取った時、又は受取可能とする措置がとら

れた日から 10 日を経過した時の、いずれか早い

時に到達したものとみなされます。 

工業所有権に関する手続等の特例に関

する法律 5条 3 項 

（「いずれか早い時」） 

5 29 頁 【表 1-9】 

電子特殊申請の「実務への

影響」 

従来の複雑な HTML変換作業から解放され、

業務効率が大幅向上。 

書面でしか提出できなかった書類をオンライン

で提出可能になり、業務効率が大幅向上。 
※上の各行と同じ根拠です。 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請について」 

工業所有権に関する手続等の特例に関

する法律施行規則 23 条の 4 

工業所有権に関する手続等の特例に関

する法律 5条 3 項 

6 29 頁 【表 1-9】 

オンライン発送の「主な内

容」と「実務への影響」 

「主な内容」代理人（弁理士等）宛ての特許

庁書類の紙郵送を廃止。 

「実務への影響」オンライン受取（ダウンロ

ード）への完全移行。 

「主な内容」代理人（弁理士等）宛ての審査・

拒絶査定不服審判等の書類の紙郵送を廃止。 

「実務への影響」異議・無効審判等の書類は引

き続き書面。 

7 29 頁 【表 1-9】 

到達みなしルールの「主な

内容」 

ダウンロード可能となった日の翌日から 10

日経過で「到達」とみなす。 

受け取った時か、受取可能とする措置の日から

10 日経過した時の、いずれか早い時に「到達」

とみなす。 

 

https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
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第 2 章 
 頁 該当箇所 誤 正 根拠（一次資料） 

1 34 頁 

下から 13 行目 

1(1) かつての日本の特許法（平成 15（2003）年

の特許法改正前）においては、 

平成６（1994）年改正前 平成 15 年改正法附則（改正前の取消決定

＝付与後異議） 

平成 26 年法律改正（平成 26 年法律第 36

号）解説書 

第 2 章 特許異議の申立て制度の創設等 

2 40 頁 

上から 15 行目 

2⑶ 書類を送信するたびにシステムが自動で手

数料を計算して自動引き落としを行う「予

納」の仕組みは、 

書類を送信する際に納付金額を入力して予納から

納付する仕組みは、 

操作ガイド 2頁（納付金額を入力）・納

付方法頁（予納の反映は翌開庁日 18時） 

電子出願ソフトサポートサイト「特殊申

請書類の提出方法」 

同「手数料の納付方法」 

3 40 頁 実務ポイント 

「当日の緊急解決策」 

②至急、銀行から予納口座へ振込手続を行

う。 

削除。 

（予納への入金が残高に反映されるのは翌開庁日

の 18時のため、当日の対応にはなりません） 

4 42 頁 

上から 3 行目 

3(2) かつては HTML化と全画像をバラバラにす

る作業が必要でしたが、2024 年以降は PDF 

形式での提出が可能となっています。 

特許異議申立書は 2024 年１月まで書面でしか提出

できませんでしたが、2024 年以降は PDF 形式での

提出が可能となっています。 

特許庁「電子特殊申請の開始（令和 6 年 1

月）・特殊申請は「従来、書面で提出し

ていた書類」。異議申立書は令和 6 年 1

月まで電子申請の対象外 

特許庁「審判手続における電子特殊申請

について」 

インターネット出願ソフト操作マニュア

ル（概要編） 

5 46 頁 

上から 2 行目、

4 行目 

4⑷(iii)(a) 見出し／本文 訂正の３類型／誤記の訂正、明瞭でない記

載の釈明の３類型です 

訂正の４類型／誤記又は誤訳の訂正、明瞭でない

記載の釈明、他の請求項を引用しないものとする

ことの４類型です 

特許法 120 条の 5第 2 項各号・9 項 

審判便覧 38-03 

6 46 頁 

上から 8 行目 

4⑷(iii)(b) クレームを減縮した場合、減縮後のクレー

ムについて 

特許異議の申立てがされていない請求項について

減縮等をした場合、減縮後のクレームについて 

7 46 頁 表 2-2 

②意見書の提出＋訂正の

請求（防御手段） 

訂正の３類型：クレームの減縮、誤記の訂

正、明瞭でない記載の釈明 

訂正の４類型：クレームの減縮、誤記又は誤訳の

訂正、明瞭でない記載の釈明、他の請求項を引用

しないものとすること 

8 51 頁 

下から 9～10行

目 

7(1) 見出し／本文 HTML化からの解放（2024年以降の電子特

殊申請）／かつての特許庁実務は HTML化

と画像分割が必要でしたが、2024 年 1 月以

降、 

電子特殊申請によるオンライン提出／特許異議申

立書は 2024 年１月まで書面でしか提出できません

でしたが、2024 年 1 月以降、 

特許庁「電子特殊申請の開始（令和 6 年 1

月）・特殊申請は「従来、書面で提出し

ていた書類」。異議申立書は令和 6 年 1

月まで電子申請の対象外 

特許庁「審判手続における電子特殊申請

について」 

インターネット出願ソフト操作マニュア

ル（概要編） 

9 52 頁 「実務ポイント」 

見出し／本文 

副本の提出廃止について／2024年の電子特

殊申請の導入に伴い、副本（相手方に送る

ためのコピー）の提出義務が廃止されまし

た。送信された PDF データが特許庁のシス

テムを通じて相手方にも送達される仕組み

が整ったためです。 

電子特殊申請と副本／電子特殊申請で提出する場

合は、副本（相手方に送るためのコピー）の提出

は不要です（書面で提出する場合は従来どおり必

要）。相手方には、承諾があれば DVD-Rで、なけ

れば紙で郵送されます。 

副本不要は電子特殊申請の場合（工業所

有権に関する手続等の特例に関する法律

施行規則 10 条の 3）。DVD-R又は紙出力

を答弁指令等に同封（Q&A問 10） 

特許庁「審判手続における電子特殊申請

について」 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/kaisetu/h26/tokkyo_kaisei26_36.html
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/kaisetu/h26/tokkyo_kaisei26_36.html
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/kaisetu/h26/document/tokkyo_kaisei26_36/02syou.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/kaisetu/h26/document/tokkyo_kaisei26_36/02syou.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/4_start/4_payment.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/38-03.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
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特許庁「審判手続における電子特殊申請

に関する Q&A」 

同法施行規則（e-Gov） 

10 54 頁 表 2-3「 理由補充期間」

（特許異議申立て） 

申立期間経過後 60日以内 申立期間の経過時または取消理由通知時のいずれ

か早い時まで 

特許法 115条 2 項ただし書 

11 54 頁 表 2-3「申立単位」（商

標登録異議申立て） 

指定商品・役務の区分単位 指定商品・指定役務ごと 商標法 43 条の 2 後段 

12 54 頁 表 2-3「施行」（商標登

録異議申立て） 

平成 27（2015）年４月１日 平成 9（1997）年４月１日 平成 8 年法律第 68 号附則 1 条（平成 9 年

4 月 1 日施行） 

13 58 頁 

上から 7 行目 

8(4)(ⅲ) 商標権者が「訂正請求」をする場面は実務

上極めて限られており、防御の中心は意見

書による反論と証拠提出です。 

商標法には訂正請求の制度がなく、防御の中心は

意見書による反論と証拠提出です。 

※商標法に訂正の請求の規定なし 

14 59 頁 

上から 8 行目 

8(6) 特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の公

報発行監視機能を活用し、自社の登録商

標・出願商標と類似するものをアラート設

定し、週１回程度確認するサイクルが一般

的です。 

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の（J-

PlatPat には公報の監視機能はないため）検索条件

を定めて定期的に検索するか、民間の公報監視サ

ービスを利用します。 

J-PlatPat の全機能に監視・アラート機能な

し（通知は RSS のみ） 

J-PlatPat ヘルプ一覧 

INPIT J-PlatPat FAQ（RSS） 

15 60 頁 

 
表 2-8 

「申立て・請求期間」

（商標登録異議申立て） 

登録後２カ月以内のみ 商標掲載公報の発行の日から２カ月以内 商標法 43 条の 2（「掲載公報の発行の日

から」） 

16 62 頁 

下から 4 行目 

9(3)(ii) 審判長から取消理由通知が発せられた後、

申立人は特段の手続を行う必要はありませ

んが、新たな証拠の提出（意見書添付等）

により主張を補強することが認められてい

ます。 

必要はありません。申立人が意見書を提出できる

のは、特許権者が訂正の請求をした場合に限られ

ます。 

特許法 120 条の 5第 5 項 

17 64 頁 

下から 16 行目 

10(1) 「インターネット出願ソフト」（EF-

Filing）と呼ばれる 

「インターネット出願ソフト」と呼ばれる 特許庁資料の名称は「インターネット出

願ソフト」 

インターネット出願ソフト操作マニュア

ル（概要編） 

18 64 頁 

下から 7 行目 

10(1)(ii) 提出書類は XML形式で作成されます。専

用のエディタ機能を有しており、 

XML形式で作成するのは送付票だけで、申立書と

証拠は PDF で添付します。専用のエディタ機能を

有しており、 

「送付票（XML）、申請書類（PDF ファ

イル）及び添付書類（PDF ファイル）」 

特許庁「審判手続における電子特殊申請

について」 

インターネット出願ソフト操作マニュア

ル（概要編） 

19 65 頁 

上から 3 行目 

10(2)〔ステップ１〕 「特許異議の申立書」の書式をソフトウェ

ア内で選択し、必要事項（申立人情報・対

象特許番号・申立の理由・証拠の表示等）

を入力します。証拠（甲号証）は、PDF 形

式で添付します。 

ソフトウェアで筆頭物件「異議申立書」を選択

し、PDF 化した申立書を添付します。証拠（甲号

証）は、PDF 形式で添付します。 

電子特殊申請対象書類一覧（庁外周知用)

において、筆頭物件名のうち「異議申立

書」を選択 

特許庁「審判手続における電子特殊申請

について」 

特許庁「電子特殊申請対象書類一覧」 

https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/402M50000400041
https://www.j-platpat.inpit.go.jp/help/ja/
https://www.inpit.go.jp/j-platpat_info/guide/faq/faq-7.html
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/document/shinsei_digitalize/denshitokusyu.xlsx
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20 65 頁 

下から 5 行目 

10(3)① ①送信完了の確認画面のスクリーンショッ

ト（提出日時・受付番号を含む） 

①送信後に表示される受領書（提出日時・受付番

号を含む） 

操作ガイド「(14)受領書の確認」・審判便

覧 11-01 様式 3（受領書） 

電子出願ソフトサポートサイト「特殊申

請書類の提出方法」5 頁 

審判便覧 11-01 

21 65 頁 

下から 2 行目 

10(3) 受付番号をもとに、特許庁のオンラインサ

ービス（特許情報プラットフォーム：J-

PlatPat）で手続の状態を確認できます。 

申立て後に届く異議番号通知の番号で手続をしま

す。J-PlatPat の経過情報では書類の提出の有無を

確認できますが、反映に遅れがあり、書類の内容

は見られません。 

J-PlatPat の番号照会に受付番号なし。異議

Q&A Q5-2の A5-2（提出の有無は確認

可） 

J-PlatPat ヘルプ「番号照会」 

特許庁「特許異議の申立て Q&A」 

22 67 頁 

下から 6 行目 

11⑴(ii)② 維持決定または取消決定に対する審決取消

訴訟の提起（知財高裁）。 

取消決定に対する決定取消訴訟（維持決定には不

服を申し立てられません）の提起（知財高裁）。 

特許法 114条 5 項・178 条・179条 

23 68 頁 「実務ポイント」 

フェーズ「口頭審理（実

施の場合）」 

「口頭審理（実施の場合）」の行（主担

当・副担当） 

削除。 

（特許異議は書面審理のみで、口頭審理はありま

せん） 

特許法 118条 1 項 

24 69 頁 

下から 9 行目 

11(4) また、維持決定が下された場合には、申立

人側が決定取消訴訟を提起するかどうかの

判断が必要です。 

また、維持決定に対しては、申立人は不服を申し

立てることができません。 

特許法 114条 5 項・178 条・179条 

25 69 頁最終行～

70 頁１行目 

11(4)(ii) 特許権者が審決取消訴訟を提起した場合、

申立人は当事者系審決取消訴訟（異議申立

人が被告となる）における被告として訴訟

に対応します。 

特許権者が審決取消訴訟を提起した場合、その被

告は特許庁長官であり、申立人は被告になりませ

ん。 

特許法 114条 5 項・178 条・179条 

26 70 頁 

下から 7 行目 

11(5)(ⅰ)③ 障害特許の登録から 6 カ月以内であれば 特許掲載公報の発行の日から 6カ月以内であれば 

特許法 113 条 
27 71 頁 

上から 8 行目 

11⑸(ⅲ) 特許権の設定登録から 6 カ月以内の特許に

ついて 

特許掲載公報の発行の日から 6カ月以内の特許に

ついて 

28 71 頁 表 2-11 

記載事項「特許権者の氏

名・名称」 

「特許権者の氏名・名称」の行 削除。 

（様式にこの欄はありません） 

特許法施行規則 45条の２（様式第 61 の

2） 

様式第 61 の 2(第 45 条の 2 関係) 特許異

議申立書 

特許法施行規則・様式（e-Gov） 

 

第 3 章 
 頁 該当箇所 誤 正 根拠（一次資料） 

1 82 頁 

上から 9 行目 

2⑶(iii) 特許庁のシステムを通じて被請求人へ電子

的に送達されます。 

被請求人には、承諾があれば DVD-Rで、なければ

紙で郵送されます。 

DVD-R又は紙出力を答弁指令等に同封

（Q&A問 10） 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請に関する Q&A」 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請について」 

https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/sinpan-binran/11-01.pdf
https://www.j-platpat.inpit.go.jp/help/ja/p00/p0001.html
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/tokkyo_igi_moushitate.pdf
https://www.google.com/url?sa=t&source=web&rct=j&opi=89978449&url=https://laws.e-gov.go.jp/data/MinisterialOrdinance/335M50000400010/638036_1/pict/2JH00000268176.pdf&ved=2ahUKEwiu7sr3yriXAxWXja8BHd70H98QFnoECB0QAQ&usg=AOvVaw2i0eZAEaI1r27Pcs9YHGUE
https://www.google.com/url?sa=t&source=web&rct=j&opi=89978449&url=https://laws.e-gov.go.jp/data/MinisterialOrdinance/335M50000400010/638036_1/pict/2JH00000268176.pdf&ved=2ahUKEwiu7sr3yriXAxWXja8BHd70H98QFnoECB0QAQ&usg=AOvVaw2i0eZAEaI1r27Pcs9YHGUE
https://www.google.com/url?sa=t&source=web&rct=j&opi=89978449&url=https://laws.e-gov.go.jp/data/MinisterialOrdinance/335M50000400010/638036_1/pict/2JH00000268176.pdf&ved=2ahUKEwiu7sr3yriXAxWXja8BHd70H98QFnoECB0QAQ&usg=AOvVaw2i0eZAEaI1r27Pcs9YHGUE
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400010
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
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2 82 頁 「実務ポイント」 無効審判請求書を誤って出願ソフトの「出

願」タブ（通常の出願機能）から提出して

しまい、却下処分を受けた場合。 

拒絶査定不服審判の請求書を誤って「特殊申請」

タブから提出してしまい、却下処分を受けた場

合。 

Q&A問 1（拒絶査定不服審判の請求書

を電子特殊申請で出すと却下）。 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請に関する Q&A」 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請について」 

インターネット出願ソフト操作マニュ

アル（概要編） 

3 82 頁 「実務ポイント」 

解決策 

無効審判・異議申立て・取消審判等は必ず

「特殊申請」タブから再提出すること。 

拒絶査定不服審判の請求書は「出願」タブから、

無効審判・異議申立て・取消審判等は「特殊申

請」タブから提出すること。 

4 85 頁 

上から 1 行目 

3(3) ～と判断すれば、口頭審理に向けた審理事

項通知書が発せられます。 

と判断すれば、審決の予告または審理終結通知が

されます。 

特許法 156条 2 項・164 条の 2第 1 項 

5 97 頁 

下から 2 行目 

8⑴ 請求書本体（筆頭物件）の PDFの末尾に含

めるか、または別ファイルとして添付しま

す。 

請求書本体（筆頭物件）とは別の PDF ファイルと

して添付します。 

操作ガイド１頁⑶（※証明書等の物件

を申請書類とまとめて 1PDF にしない

でください）。Q&A問 8 

電子出願ソフトサポートサイト「特殊

申請書類の提出方法」 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請に関する Q&A」 

6 111 頁 「実務トラブル」 

解決策 

期限内に間に合わない場合は直ちに特許庁

審判課に連絡し期間延長を願い出ること。 

答弁期間は経過後に延長を請求できないため、期

間内に期間延長請求書を提出すること。 

特許法 5条 3 項・同法施行規則 4 条の 2

第 5 項（審判長の指定期間は対象外） 

特許法施行規則・様式（e-Gov） 

7 111 頁下から 2

行目〜112 頁１

行目 

12(1) 

本文 

／〔書面の構成例〕 

電子特殊申請では、特許庁の様式に従い、

次のように【 】で囲んだ欄名を用いて記

載します。 

／〔書面の構成例〕内の【書類名】、【提

出日】、【あて先】、【審判事件の表

示】、【特許番号】、【審判請求人】、

【識別番号】、【住所又は居所】、【氏名

又は名称】、【代理人】、【識別番号】、

【弁理士】、【氏名又は名称】、【被請求

人】、【住所又は居所】、【氏名又は名

称】、【請求の趣旨】、【請求の理由】、

【証拠方法】、【提出物件の目録】、【物

件名】 

電子特殊申請では、特許庁の様式に従い、番号を

付した欄（1 審判事件の表示、2 審判の請求に

係る請求項の数、3 請求人、4 代理人、5 被請

求人、6 請求の趣旨、7 請求の理由、8 証拠方

法、9 書面の副本に記載すべき事項の電磁的方法

による提供に係る承諾、10 添付書類又は添付物

件の目録）を設けて記載します。 

／〔書面の構成例）1 審判事件の表示、2 審判

の請求に係る請求項の数、3 請求人、4 代理

人、5 被請求人、6 請求の趣旨、7 請求の理

由、8 証拠方法、9 書面の副本に記載すべき事

項の電磁的方法による提供に係る承諾、10 添付

書類の目録 

特許法施行規則 46条・様式第 62。 

特許法施行規則・様式（e-Gov） 

特許庁 作成見本（特許無効審判請求

書） 

8 112 頁 

下から 4 行目 

12(1)「請求の理由」の欄

の例 

たとえば、①手続の経緯、②本件特許発明

の内容、③無効理由の要点、④証拠方法

（甲号証）の説明、⑤請求項ごとの具体的

な無効理由（引用例との対比・論証）、⑥

むすび、といった項目立てが用いられま

す。 

たとえば、1．請求の理由の要約、2．手続の経

緯、3．特許無効審判請求の根拠、4．本件特許を

無効にすべき理由、5．むすび、といった項目立て

が用いられます。 

特許法施行規則 46条・様式第 62 備考

７イ。 

特許法施行規則・様式（e-Gov） 

特許庁 作成見本（特許無効審判請求

書） 

https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://cdn.pcinfo.jpo.go.jp/update/manual/0620/i2-01-gaiyo.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400010
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400010
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/general-sample_bill_sinpan/03_1.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/general-sample_bill_sinpan/03_1.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400010
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/general-sample_bill_sinpan/03_1.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/document/general-sample_bill_sinpan/03_1.pdf
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9 122 頁最終行 16⑶(ⅰ)〔ステップ 1〕

③ 

③証拠説明書を請求書の PDF に含めるか、

別ファイルとして 

③証拠説明書を請求書とは別の PDF ファイルとし

て 

操作ガイド１頁⑶（※証明書等の物件

を申請書類とまとめて 1PDF にしない

でください）。Q&A問 8 

電子出願ソフトサポートサイト「特殊

申請書類の提出方法」 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請に関する Q&A」 

10 123 頁 

下から 9 行目 

16⑶(ⅱ)〔ステップ 2〕

⑤ 

⑤システムの自動チェック（PDF バージョ

ン、フォント、セキュリティ等）が実行さ

れる。エラーが出た場合は PDFを修正して

再アタッチする。 

⑤〔チェック〕で確認されるのは送付票だけで、

PDF の書式はチェックされないため、送信前に自

ら確認する。 

〔チェック〕は送付票の確認。PDF は

自ら確認が必要（操作ガイド 3頁③

「出願ソフトでは警告されないケース

もありますのでご注意ください」） 

電子出願ソフトサポートサイト「特殊

申請書類の提出方法」 

11 125 頁 表 3-5 

フェーズ「請求書の起

案」の「弁護士の主な役

割」 

取消理由の法的構成・表現の最終確認 無効理由の法的構成・表現の最終確認 特許法 123 条・131 条（審判請求書） 

12 125 頁 表 3-5 

フェーズ「弁明書・副申

書」 

フェーズ「弁明書・副申書」 フェーズ「答弁書・弁駁書」 

特許法 133 条の 2 第 2 項（弁明書）・

134 条（答弁書） 
13 125 頁 

最終行 

17(2)(i)(a) 請求書・弁明書・副申書等の提出のたび

に、 

請求書・答弁書・弁駁書等の提出のたびに、 

 

第 4 章 
 頁 該当箇所 誤 正 根拠（一次資料） 

1 138 頁 

上から 4 行目 

2(5) 具体的には、審判請求の登録前３カ月から 審判の請求前３カ月から 商標法 50 条 3 項（「審判の請求前三月

から」） 

2 139 頁 

下から 3 行目 

3(1)④ 

「※記載例」 

登録第○○○○○○○号商標の指定商品中、 商標法第 50 条第１項の規定により、登録第

○○○○○○○号商標の指定商品中、 

商標法施行規則 14条様式第 15備考 2 

商標法施行規則・様式第 15（e-Gov） 

3 140 頁 

下から 4 行目 

3(3) 提出後、副本は不要で、特許庁から被請求

人へ電子的に送達されます。 

提出後、副本は不要で、被請求人には、承諾があ

れば DVD-Rで、なければ紙で郵送されます。 

DVD-R又は紙出力を答弁指令等に同封

（Q&A問 10） 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請に関する Q&A」 

特許庁「審判手続における電子特殊申

請について」 

4 149 頁 

下から 11 行目 

7(1) 請求書を電子特殊申請で提出する（手数料

55,000 円を予納台帳等で納付）。 

請求書を電子特殊申請で提出する（手数料（１区

分 55,000円。１区分増すごとに 40,000円を加算）

を予納台帳等で納付）。 

特許法等関係手数料令 4条 2 項の表第 9

号（1 件 15,000 円＋1 区分 40,000 円） 

特許法等関係手数料令（e-Gov） 

https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/335M50000400013
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/faq/yokuaru/shinpan/document/index/qa_shinpan_digitalize.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://www.jpo.go.jp/system/trial_appeal/shinpan_digitalize.html
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000020
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5 151 頁 

上から 12 行目 

8(1)(ii) ドラッグストアでの棚卸し調査が比較的～ ドラッグストアでの店頭調査が比較的～  

6 151 頁 

上から 12 行目 

8(1)(ii) 小売店の POS データや在庫情報にアクセス

できる場合は、より精緻な調査が可能で

す。 

削除。  

7 152 頁 

下から 9 行目 

8(3)(i)〔ステップ 1〕 添付物件がある場合（事前調査報告書等の

参考資料を提出する場合）は、それぞれ個

別に PDF 化します。 

添付物件がある場合は、それぞれ個別に PDF 化し

ます。 

商標法 50 条 2 項（立証責任は被請求

人） 

8 152 頁 

下から 2 行目 

8(3)(ii)〔ステップ 2〕 そして、手数料 55,000円の納付方法を指定

します（予納台帳・クレジットカード

等）。 

そして、手数料（１区分 55,000円。１区分増すご

とに 40,000 円を加算）の納付方法を指定します

（予納台帳・クレジット 

カード等）。 

特許法等関係手数料令 4条 2 項の表第 9

号（1 件 15,000 円＋1 区分 40,000 円） 

特許法等関係手数料令（e-Gov） 

9 153 頁 

上から 3 行目 

8(3)(iii)〔ステップ 3〕 作成した送信ファイルには、ICカード型電

子証明書による電子署名を付与します。 

 

（図）電子署名の付与 

電子証明書（ICカードまたはファイル）は、ソフ

トの起動時に本人認証に用います（送信ファイル

への署名の工程はありません）。 

 

（図）送信ファイル作成 

 

操作ガイド１頁⑵（本人認証は証明書

ストア又は ICカード）。 

電子出願ソフトサポートサイト「特殊

申請書類の提出方法」 

10 158 頁 「実務ポイント」の

「【攻め】（請求人）」

の「チェックポイント」 

〇コスト 

１区分につき 55,000 円 

〇コスト 

１区分 55,000 円（１区分増すごとに 40,000 円を加

算） 

手数料令 4条 2 項の表第 9号（1 件

15,000 円＋1 区分 40,000 円） 

特許法等関係手数料令（e-Gov） 

 

第 5 章 
 頁 該当箇所 誤 正 根拠（一次資料） 

1 178 頁 

上から 8 行目 

2(2)  

見出し 
訴額と印紙代（160 万円みなし・13,000 円） 訴額と手数料（160 万円みなし） 民訴費用法 3条 2 項・別表第 2第 1 項

（13,000 円＋1,400 円）・4 条 2項・8 条 1

項 

民事訴訟費用等に関する法律（e-Gov） 
mints FAQ 
 

2 178 頁 

上から 11 行目 

2(2) この訴額に対応する訴え提起の手数料（収入

印紙代）は１万 3,000 円です。 

この訴額に対応する訴え提起の手数料は、mints

で提起する場合、被告１名で１万 4,400 円（訴額

に応じた１万 3,000 円に郵便費用分 1,400 円を加

えた額）です。原則として現金で納め、収入印

紙は使えません。 

3 178 頁 

上から 13 行目 

2(2) なお、提起時には手数料に加え、郵便費用相

当額（電子申立ては 1,400 円、被告が 1 人増え

るごとに 2,000円加算、それ以外は 2,500 円）

の合計額を納付します。 

なお、この手数料には、郵便費用に相当する額

（電子申立ては 1,400 円、それ以外は 2,500 円。

被告が１名増すごとに 2,000 円を加算）が含まれ

ます。 

民訴費用法別表第 2 第 1 項ロ（郵便費用

分は手数料の一部） 

民事訴訟費用等に関する法律（e-Gov） 

4 179 頁 表 5-4  

「手順」④ 

④手数料納付 

「内容」電子納付（Pay-easy 等） 

「留意事項」1 万 3,000 円＋郵便費用相当額 

④提出 

「内容」受付番号を控える 

「留意事項」削除。 

mints FAQ（新規申立）4頁。操作マニュ

アル（新規申立て）30頁以降 
mints FAQ 
mints操作マニュアル 

https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000020
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://www.pcinfo.jpo.go.jp/site/3_support/1_operation/guide_29_spcl.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/335CO0000000020
https://laws.e-gov.go.jp/law/346AC0000000040
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/346AC0000000040
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_manual.pdf
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5 179 頁 表 5-4  

「手順」⑤ 

⑤提出完了 

「内容」受付通知メールを確認 

「留意事項」受付番号を控えておく 

⑤手数料納付 

「内容」裁判所からの通知を受けて手数料を電

子納付 

「留意事項」郵券は不要 

mints FAQ（手数料納付）7頁。操作マニ

ュアル（提出後に納付・郵券不要）56頁 
mints FAQ 
mints操作マニュアル 

6 187 頁 

上から 3 行目 

4(7)(ii) 裁判所が職権で鑑定（民訴 213条） 職権で鑑定（行政事件訴訟法 24 条）。 民訴法 92 条の 5 第 2 項（専門委員の指

定）・212条（鑑定義務）・213 条（鑑定

人の指定）・行訴法 24条〔職権証拠調

べ〕 

民事訴訟法（e-Gov） 

行政事件訴訟法（e-Gov） 

7 187 頁 

上から 4 行目 

4(7)(ii) 当事者が鑑定申請（民訴 212 条）を行う 当事者が鑑定の申出を行う 

8 187 頁 

上から 7 行目 

4(7)(ii) 鑑定は、当事者が選任する専門委員と異な

り、裁判所から選任されるため、 

鑑定は、裁判所から選任されるため、 

（専門委員も裁判所が指定します） 

9 187 頁 

下から 5 行目 

4(8)(i) （ボールスプライン事件・知財高判平成 28・

3・25） 

（マキサカルシトール事件・知財高判平成 28・

3・25） 

最判平成 10 年 2 月 24 日・知財高判平成

28 年 3 月 25 日 

最判平成 10 年 2 月 24 日（裁判所） 

知財高判平成 28年 3月 25日（要旨） 

知財高裁「大合議事件」 

10 198 頁 

上から 3 行目 

9(1) 審決取消訴訟の印紙代は１万 3,000 円（訴額

160 万円みなし）です。 

審決取消訴訟の手数料は、mintsで提起する場

合、被告１名で１万 4,400 円（訴額 160 万円みな

し。郵便費用分を含む）です。 

民訴費用法 3条 2 項・別表第 2第 1 項

（13,000 円＋1,400 円）・4 条 2項・8 条 1

項 

民事訴訟費用等に関する法律（e-Gov） 
mints FAQ 

11 199 頁 

最終行 

10(1)③ ③委任状テンプレートの確認 ③委任状の準備 mintsに委任状テンプレート機能なし・委

任状は PDF で提出 

mints操作マニュアル 

知財高裁「提出書面等のお願い」 

12 200 頁 表 5-11  

手順「２」 

「操作内容」 

「新規利用者登録」を選択 

「操作内容」 

裁判所にメールアドレスを届け出て、招待メー

ルから登録 
mints FAQ（招待メール方式・共用アドレ

ス不可）1頁 

mints操作マニュアル（27頁） 
13 200 頁 表 5-11 

手順「３」 

「注意事項」 

事務所の代表メールではなく個人メールを推

奨 

「注意事項」 

本人のメールアドレスに限る（共用不可） 

14 200 頁 

上から 1 行目 

10(1)③ mintsでは委任状のテンプレートが用意されて

います。 

mintsに委任状のテンプレートはありません。訴

訟委任状は PDF で提出します。 

mintsに委任状テンプレート機能なし・委

任状は PDF で提出 

mints操作マニュアル 

知財高裁「提出書面等のお願い」 

15 201 頁 表 5-12  

手順「６」 

「６ 手数料の電子納付」Pay-easy等により

オンラインで印紙代および郵券を納付 

「７ 手数料の電子納付」裁判所からの通知を

受けて Pay-easy で手数料を納付（郵券は不要） 

mints FAQ（手数料納付）7頁。操作マニ

ュアル（提出後に納付・郵券不要）56頁 
mints FAQ 
mints操作マニュアル 

16 201 頁 表 5-12 

手順「７」 

「７ 提出確認・送信」内容を確認の上、送

信ボタンを押して提出完了 

「６ 送信」送信して提出 mints FAQ（新規申立）4頁。操作マニュ

アル（新規申立て）30頁以降 

mints FAQ・操作マニュアル（提出後に納

付・郵券不要） 
mints FAQ 
mints操作マニュアル 

https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_manual.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/408AC0000000109
https://laws.e-gov.go.jp/law/337AC0000000139
https://www.courts.go.jp/hanrei/52790/detail2/index.html
https://www.courts.go.jp/ip/vc-files/ip/file/769_085769_point.pdf
https://www.courts.go.jp/ip/hanrei/g_panel/index.html
https://laws.e-gov.go.jp/law/346AC0000000040
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_manual.pdf
https://www.courts.go.jp/ip/tetuduki/form/form_teish/index.html
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_manual.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_manual.pdf
https://www.courts.go.jp/ip/tetuduki/form/form_teish/index.html
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_manual.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_manual.pdf
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17 204 頁 

下から 13 行目 

11(1)(i) 当事者系審決取消訴訟（無効審判・訂正審判

に係るもの）では、 

当事者系審決取消訴訟（無効審判に係るもの

等）では、 

特許法 179 条本文（訂正審判の審決に対

する訴えの被告は特許庁長官） 

※訂正審判の審決に対する訴えは査定系

です 

18 210 頁 

上から 8 行目 

11(4)(ii) 再度拒絶査定がなされた場合には、再び拒絶

査定不服審判、審決取消訴訟という手続の反

復が生じ得ます。 

審判の続行後に再び拒絶審決がされた場合に

は、再度の審決取消訴訟という手続の反復が生

じ得ます。 

特許法 181条 2 項 

19 211 頁 表 5-14 

「当事者系」項目見

出し 

当事者系（無効審決・訂正審決等） 当事者系（無効審決等） 特許法 179 条本文（訂正審判の審決に対

する訴えの被告は特許庁長官） 

20 231 頁 

「①出訴期間と手

続的要件」の最終

行「確認事項」 

15⑴① 印紙額（審判費用額に応じた計算）を確認し

たか 

手数料額（訴額 160 万円みなし）を確認したか 民訴費用法 3条 2 項・別表第 2第 1 項

（13,000 円＋1,400 円）・4 条 2項・8 条 1

項 

民事訴訟費用等に関する法律（e-Gov） 
mints FAQ 

 

第６章 
 頁 該当箇所 誤 正 根拠（一次資料） 

1 284 頁 

上から 7 行目 

3⑶（ⅵ）(e) 余りは終了後に変換される）ことが必要で

したが、 

余りは終了後に返還される）ことが必要でした

が、 

 

 

第７章 

 頁 該当箇所 誤 正 根拠（一次資料） 

1 324 頁 3 行目 3⑶(ⅱ)(b)③ 警告書を受けた企業がありました。 警告を受けた企業がありました  

2 325 頁 下から 5

行目 

3⑸ 意見交換会議録参考になります。 意見交換会議録が参考になります。  

 

https://laws.e-gov.go.jp/law/346AC0000000040
https://www.mints.courts.go.jp/user/user_faq.pdf

